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１．提案団体の紹介

＜団体名＞
ＮＰＯ法人ほっぷすてっぷ

＜団体のミッション＞
親に頼れない子ども・若者の自立を応援し、
生きづらさを抱えた若年者が生きやすい社会を作る。

＜構成員＞
理事長 森田みさ（司法書士）
副理事長 相澤治 理事 高橋由佳、東田美香、中川明子
監事 京昭弘
正会員数 11名

＜これまでの取り組み＞
親に頼れない若年女性のためのシェアハウス運営
自立援助ホーム運営

（ＮＰＯ法人ほっぷすてっぷ）の概要
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１．提案団体の紹介

＜シェアハウス事業とは＞

◼ 親に頼れない若年女性のための居住支援（共同生活）

◼ 入居者への生活支援を行う支援員配置

◼ 見守りつきの、一人暮らしの練習の場

◼ 他のシェルターや保護所には入れない人や、制度の条件からは外れて
しまう人でも入居可。保証人や初期費用なし、家具家電つきで、手ぶら
で入居できる。

（ＮＰＯ法人ほっぷすてっぷ）の概要
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2．提案事業の内容

若年女性にとっての課題
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➢困難を抱えた若年女性の居場所・住まいの確保が必要

困難を抱えた若年女性の困り事の一番は居場所がないことである。
現状、当法人のような民間が自主事業として受け皿となっているが
問合せも多く、満室で断らざるを得ない場合もあったことから、
住まいが足りていない状況である。

➢自立へ向けた伴走支援の必要性

居場所がない若年女性を受け入れて住居を与えても、様々な人の手助け
がないと自立が困難な状況にあるため、対象者のステージに合わせた切
れ目のない支援を行うための伴走支援者が必要である。



2．提案事業の内容

支援者側の課題
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➢事業に関する周知について

区役所や児童相談所などの相談機関の窓口によっては、相談員ごとに本
事業に対する認知度や理解度が違うため、現場レベル（管理職ではない相
談員等）での周知活動が必要である。

➢人材育成について

民間での安定した雇用と、専門知識のあるスタッフの確保及び育成に関
して難しい点がある。



2．提案事業の内容
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事業の目的

令和６年４月１日の「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が施行
となり、本法第１３条に規定される「民間団体との協働による支援」の実現を目
指す。

➢ 困難を抱えた若年女性の居場所・住まいを確保し、頼れる親・大人がいない
ことがハンデとならないよう、対象者が落ち着いた環境を整えられるように
なる。
（ハード面の整備・維持継続）

➢ 入居者に対する丁寧な生活支援や就労支援を行い、次のステップに進めるよ
う伴走支援を続けることで、対象者を孤立させない。
（ソフト面での自立支援）

➢ 行政(協働課）と、若年女性に関する課題を共有し、若年女性が支援を受け
やすくする。



2．提案事業の内容

令和６年度事業の効果と目標

➢ 令和６年度事業の実施により達成したい目標

（１）当法人の運営するシェアハウス「ユーカリホーム」にて、困難な問題を抱える
若年女性を新規に12名以上受け入れる。（受入れ部屋数 5）
母子の受け入れも積極的に行う。

（２）入居者について、必要な生活支援（行政窓口への同行や通院同行、相談等）や
就労支援等を行い、自立へのサポートを行う。入居者の半数の自立（就労及び
アパート等への転居等）を目指す。

（３）他の自治体のモデルとなるような、行政と民間団体との連携体制の構築

（４）人材育成のための研修会の実施
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2．提案事業の内容

事業の具体的な内容

① シェアハウスの運営（短中期的な居場所・住まいの提供）

若年女性を受け入れ、短中期的な居所を提供する。物件については当法人が借上
げサブリースとする。入居者からは家賃及び管理費を徴収する。令和６年度は
他の事業と合わせて、幅広く受入れが可能となる。

② 相談・支援体制の確立

令和６年度は、２４時間職員（ボランティア含む）がハウスに常駐することとな
り、入居者からの相談等にも随時応じられるようになる。
また、個別の支援のため、有資格者の相談員を確保して定期的な心理的ケアも
行えるよう体制を整える。
（社会福祉士や精神保健福祉士等の専門職への業務委託など）
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2．提案事業の内容

事業の具体的な内容

③ 事業内容の周知・共有

仙台市の各部署窓口及び関係民間機関に対し、男女共同参画課を通じて
当事業の周知を図り、個別のケースの相談がスムーズに連携できるように
する。令和６年度は特に児童相談所への周知を図りたい。

④ 特定妊婦等の支援

課題を抱える妊婦について積極的に受入れを行い、産前産後の支援を
こども家庭保健課と協働して行う。
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3．事業の実施報告

令和６年度事業実施概要

◆相談・支援体制
支援員６名（２名社会福祉士、１名保育士）

（一部自立援助ホーム職員と兼務）
行った支援内容
・入居者の生活相談対応、生活支援全般（役所同行等）
・入居者の就労支援（同行あり）、就学支援（学校対応）
・入居者の通院同行
・入居者への食事提供（週１回の夕食会）
・入居者の退居支援、退居後の相談対応
・各関係機関からの問合せ、相談対応
・児童相談所からの一時保護委託
・スタッフ研修事業
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3．事業の実施報告

報告令和６年度事業成果

◆シェアハウスの入退居状況

令和６年の継続入居者数 ４名
新規入居者数 ５名
退居者数 ５名

母子の受け入れに関しては、問合せが１件あったが、
入居には至らなかった。
入居の問合せ件数は、４４件であった。
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3．事業の実施報告

令和６年度事業成果

◆シェアハウスの運営状況
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3．事業の実施中間報告

報告令和６年度事業成果

◆支援員向け研修会（当法人主催）

９月２３日 トラウマケア及び解離性障害について
講師 ＮＰＯ法人レジリエンス 中島幸子氏

１０月２０日 生活保護・ＤＶ支援措置・債務整理等
支援のための法的知識について
講師 弁護士 太田伸二氏

◆その他外部研修に随時支援員派遣
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3．事業の実施報告

令和６年度事業成果

◆協働で取り組んだことによる効果

１ 協働課からの働きかけにより、行政の担当窓口との
連携がスムーズにいくようになり、手続きを円滑に行う
ことができた。

２ 仙台市の児童相談所に事業の説明を行う機会を設けて
いただき、事業の周知を図ることができた。

３ 若年女性が、自身では繋がりにくい行政窓口へ、協働
して繋ぐことで、当事者にとっては社会的スキルアップ
にも繋がり、退居後も自身で役所にＳＯＳを出せるよう
になった。
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4．事業終了後の展開

令和７年度のシェアハウス事業について

・寄付金や法人の資金で運営している状況である。
・入居者が必ずしも仙台市民とは限らず、逆に県内の
他市町村から仙台に避難する当事者も多いことから、
今後子ども若者シェルター等について働きかけをして
いくにあたっては、宮城県と仙台市の両方で連携して
いただく必要性を訴えていかなければならない。
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